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日本郵政グループの「国民の皆さまの信頼回復に向けた公約」の策定 

１．概要  

かんぽ商品の不適正営業に係る不祥事等により、日本郵政グループに対する国民の皆さまからの信頼を大きく失うこととなっ
たことから、日本郵政グループが真に顧客本位の企業グループに生まれ変わり、国民の皆さまの信頼を取り戻せるようになるため、
国民の皆さまに対する約束事項を公約として公表する。 
また、この公約については、JP 改革実行委員会において、公平・公正な立場から達成状況の検証をしていただくとともに、 
次年度に向けた提言をしていただく。 

２．背景  

かんぽ商品の不適正営業に係る不祥事等については、過度な営業目標の設定、行き過ぎた研修の実施、乗換ルールの 
不備等、不祥事を発生させ得る直接的な要因があり、これらについては業務改善計画に基づき着実に見直しを図っているとこ
ろである。 
しかしながら、二度と同様の不祥事を発生させないためには、ガバナンス態勢、コンプライアンス態勢等を強化するとともに、 
不祥事を安易に発生させ、また、不祥事を見て見ぬふりをする、これまでの企業文化・組織風土等の根本的要因を抜本的に
改革していくことが必要である。 
従来から、日本郵政グループでは経営理念・経営方針・行動憲章等を定めているが、本経営理念等がグループ内社員へ 
浸透しておらず、社員の行動も理念等に沿ったものになっていないことから、今回、経営理念等の浸透施策と併せて、経営理
念等に基づく信頼回復に向けた主要な取組みについて、国民の皆さまへ公約事項として公表することとしたものである。 

資料２ 
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＜参考 1＞ 日本郵政グループ行動憲章の文言と今回の不祥事の関係
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３．今回公表する公約の位置付け 
今回公表する公約は、網羅的に国民の皆さまへの約束事項を規定している経営理念等のうち、特に信頼回復に向けて
取り組むべき項目を中心に作成する時限的なものとし、公約の内容は毎年見直しを行うものとする。

＜参考２＞ 日本郵政グループの経営理念等と公約の関係性
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４．公約案の内容
公約は、「目指す姿の公約」と、目指す姿になるための具体的な「活動の公約」の構成とする。
今回は、日本郵政グループ行動憲章で掲げる「信頼の確保」、「規範の遵守」、「共生の尊重」、「価値の創造」、「変革の
推進」のうち、「信頼の確保」、「規範の遵守」を中心とした公約とする。

 信頼回復期の公約案
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5．公約の評価方法  

公約の評価については、公約ごとに設定する成果 KPI 及び活動 KPI の定量評価に加え、JP 改革実行委員会委員による
定性評価を加えた上で、総合的に評価いただく。 
具体的には、5 本の活動の公約について、「お客さま満足度（お客さまアンケート結果））」、「社員浸透度（社員アンケー
ト結果）」、「活動達成度（活動 KPI 達成度）」、「委員会委員評価（定性評価）」の観点から評価し、その総合点を 
「目指すべき姿の公約」の評価とする。 

６．公約浸透に向けた活動  

日本郵政グループで働く社員が、グループの経営理念・経営方針・行動憲章等を理解し、経営理念等に基づく行動ができ
るようにするため、全社員向けの経営理念ハンドブックの配布や理解浸透のための研修の実施、社員の意見をグループ経営に
活かしていくためのご意見箱の開設や社風改革に関する意見募集、経営者の想いを多くの社員にダイレクトに伝えていくための
動画メッセージの発信等を実施していく。 
また、公約についても、社員が公約の趣旨を理解し、公約の実現に向けて正しく行動できるよう、全社員に対する理解・  
浸透を図っていく。 
さらに、郵便局・ゆうちょ銀行支店・かんぽ生命支店等にはポスターを掲出し、幅広く国民の皆さまに公約を周知していくととも
に、郵便局等をご利用されるお客さまには公約チラシを交付し、今後、公約事項を遵守し、顧客本位の営業活動等を徹底 
していくことを説明する活動を日本郵政グループ社員が一丸となって推進していく。 


